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【事例 6】「確定申告書等作成コーナー」を利用しての具体的入力例

○　あなたが行った取引は、全て「上場株式等」の取引に該当します。また、源泉徴収口座に受け入れたＮ
製薬の株式の配当とＯ自動車の社債の利子は、「上場株式等の配当等」に該当し、その源泉徴収口座の譲
渡損失の金額と損益通算されます。この結果生じた源泉徴収口座の譲渡損失の金額は申告することにより、
譲渡の年の翌年以後3年間にわたり繰り越すことができます（52ページ参照）。これらの場合には、確定
申告書に「所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰
越控除用）」を添付して提出する必要があります。
※　源泉徴収口座の譲渡損失の金額を申告する場合には、その源泉徴収口座の配当所得等の金額も併せて申
告しなければなりません（57ページ【注意】参照）。

　これらの取引による譲渡所得の金額及び翌年に繰り越す譲渡損失の金額は、次のとおりとなります。

○　添付書類については15ページ及び56ページ「参考事項１」を参照してください。

－ － －

（入力した部分は、便宜上、青色で印刷しています。）

　　申告書の作成をはじめる前に 画面で、申告書の提出方法及び生年月日を入力します。❸

Ⅰ　「特定口座年間取引報告書」等から譲渡の対価の額や利子等・配当等の額などを入力します。

❶

　　金融・証券税制（入力項目の選択） 画面で、配当所得の課税方法の選択をした上、 
 　 「特定口座年間取引報告書」の内容を入力する　をクリックします。
❷

　　収入金額・所得金額の入力 画面で、株式等の譲渡所得等の 入力する 
　をクリックします。

収入金額  必要経費等  差引金額  損益通算後　 翌年以後に　
        の差引金額　 繰り越される金額

（譲渡分） 1,000,000円     － 1,500,000円 ＝ △500,000円 → △300,000円
（利子・配当分） 200,000円     － 0円 ＝ 200,000円 → 0円
（繰越分）     △1,000,000円 →  →    △1,300,000円

以外

分離課税の所得

所得の種類

土地建物等の譲渡所得

※　決算書・収支内訳書を作成開始・再開又は
　訂正する方はこちらをクリックしてください。

決算書・収支内訳書作成コーナーへ

入力・訂正
内容確認

入力
有無

入力内容から計算した所得金額
（　  から表示金額の説明を確認できます。）

（単位：円）

入力する

株式等の譲渡所得等 入力する

上場株式等に係る配当所得等 入力する

先物取引に係る雑所得等 入力する

退職所得 入力する

e-Taxにより税務署に提出する。

確定申告書等を印刷して税務署に提出する。

作成する確定申告書の提出方法

生年月日等入力

申告の種類　

税務署から青色申告の承認を受けている場合はチェックをしてください。

※　青色申告とは、事業所得や不動産所得、山林所得を生ずる業務を営む方が、青色
　申告承認申請書を税務署に提出して承認（みなし承認を含む。）を受けて行う申告
　のことです。

申告される方の生年月日【必須】

※　入力した生年月日は、申告書等への表示や控除額の計算に使用します。

昭和 年 月 日25 9 3

作 成 開 始作 成 開 始 作 成 開 始作 成 開 始 作 成 開 始作 成 開 始

左のボタン選択が
お分かりにならない方

左記以外の所得のある方
（全ての所得対応）

給与・年金の方
（給与・年金専用）

給与所得や年金所得のみの方専用
の 初めての方でも操作しやすい画面に入
力し、申告書等を作成します。

全ての所得・控除等に対応した入力画面か
ら、必要な項目をご自身で選択・入力し、
申告書等を作成します。

表示される質問に「はい」又は「いいえ」
で答え、回答に応じて表示される画面に入
力し、申告書等を作成します。

ご利用例ご利用例 ご利用例
・サラリーマンの方で、医療費控除や寄附
  金控除、住宅ローン控除等を受ける方

・事業、不動産、退職所得のある方

・所得が年金（国民年金、企業年金、個人年
  金等）のみの方
・所得が給与と年金のみの方

など
など

など

・左の作成手順について、どちらを選択すれ
　ばよいかお分かりにならない方・給与と年金以外の所得（配当、一時、譲渡

　等）があり、医療費控除や寄附金控除、
　住宅ローン控除等を受ける方

コーナーへコーナーへ所得税

コーナーへコーナーへ青色申告決算書
収 支 内 訳 書

所得税の確定申告書作成コーナー
■  所得税の確定申告書を作成します
　   （医療費控除、寄附金控除、住宅ローン控除など）。
事業所得や不動産所得がある方は、事前に青色申告決算書・収支内訳書
を作成してください。

青色申告決算書・収支内訳書作成コーナー
■  事業所得や不動産所得がある方が、 青色申告決算書や収支内訳書を作
　  成します。

消費税の確定申告書作成コーナー
■  個人の事業者の方が、消費税の確定申告書を作成します。

贈与税の申告書作成コーナー
■  財産の贈与を受けた方が、 贈与税の申告書を作成します。

コーナーへコーナーへ消費税

コーナーへコーナーへ贈与税

　事業所得や不動産所得のある方は、最初に「青色申告決算書・
収支内訳書」を作成してください。
　この事例では、株式等の譲渡所得等、配当所得等、給与所得
及び公的年金等の雑所得ですので、作成の必要はありません。

はじめに

　　作成する申告書等の選択 画面で、所得税の確定申告書作成コーナーを選択します。❶

　　入力方法選択 画面で、入力方法を選択します。
　この事例では、株式等の譲渡所得等について申告をしますので、
給与所得者の方であっても「給与・年金の方（給与・年金専用）」
ではなく、「左記以外の所得のある方（全ての所得対応）」の
  　作成開始  をクリックしてください。

❷

【事例 6】の解説

　収入金額・所得金額の入力 画面
の下部に、株式等の譲渡所得等の入
力欄が含まれる 分離課税の所得 の
入力欄がありますので、画面をスク
ロールします。

　株式等の譲渡所得等の 入力する
をクリックし、金融・証券税制（入
力項目の選択）画面へ進みます。

　このボタンで配当所得の課税方法
（総合課税又は申告分離課税）を選
択することができます。
　この事例の場合、上場株式等の配
当所得の金額を上場株式等に係る譲
渡損失の金額と損益通算しますの
で、 申告分離課税  を選択します。

　この事例では、特定口座での株式
等の売却等と配当及び利子の受領が
ありますので、「特定口座年間取引
報告書」の内容を入力する　をク
リックします。

　この事例では、所得税及び復興特別所得税の確定申告書等
を作成しますので、 平成29年分の申告書等の作成 の「所得税
の確定申告書作成コーナー」の　　　　　　  をクリックしてく
ださい。

　入力済みの「申告書の提出方法」が選択されていますので
確認してください。
○　自宅から税務署に e-Tax（電子申告）で送信する場合
　→「e-Taxにより税務署に提出する。」
○　印刷して税務署に郵送等で提出する場合
　→「確定申告書等を印刷して税務署に提出する。」

　事業所得や不動産所得のある方で、事前に税務署で青色申告
の承認を受けている場合は□チェックを付けてください。
　この事例は、株式等の譲渡所得等、配当所得等、給与所得及び
公的年金等の雑所得ですので、□チェックの必要はありません。

　あなたの生年月日を入力し、入力終了（次へ）＞ をクリックし
てください。

所得税 コーナーへ
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平成28年分の申告で上場株式等に係る譲渡損失の金額を繰り越した方
平成28年分の申告で、 上場株式等に係る譲渡損失の金額を繰り越しましたか？

　　金融・証券税制（入力項目の選択）画面で、上場株式等に係る譲渡損失
の金額の繰越しに関する質問に答えた後、表示される「繰り越された譲
渡損失」を入力する  をクリックします。

❹

　この事例では、前年から繰り越
された上場株式等に係る譲渡損失
の金額を申告しますので、「平成
28年分の申告で、上場株式等に係
る譲渡損失の金額を繰り越しまし
たか？」の  はい  を選択した後、
表示される「繰り越された譲渡損
失」を入力する  をクリックしま
す。

　　金融・証券税制（前年から繰り越された損失額）画面で、「前年から繰り
越された上場株式等に係る譲渡損失の金額」を入力します。

❺

　「平成28年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）（2
面）」（注）を基に、前年から繰り越された上場株式等に係る譲渡損失の金額を入力します。
　金額にはマイナスを付けずに入力してください。

入 力 例
1.  平成26年の譲渡損失の繰越額
　　    （平成28年分「確定申告書付表」の⑦欄）　（注）

２.  平成27年の譲渡損失の繰越額
　　    （平成28年分「確定申告書付表」の⑧欄）　（注）

３.  平成28年の譲渡損失の繰越額
　　    （平成28年分「確定申告書付表」の⑤欄）　（注）

A

B

C1,000,000

（注）　更正の請求書又は修正申告書を作成する場合には、入力できる前年から繰り越された
　　  損失額は、平成29年分の確定申告において申告した損失額が限度となりますので、「平
　　  成29年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の
　　  損益通算及び繰越控除用）」の控えなどを基に入力してください。

《参考》 平成28年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表 （控） （１面）
１　本年分の上場株式等に係る譲渡損失の金額及び分離課税配当所得等金額の計算

（赤字の金額は、△を付けないで書きます。 2面 の2も同じです。）
○　「①上場株式等に係る譲渡所得等の金額」が黒字の場合又は「②上場株式等に係る譲渡損失の金額」

記載は要しません。また、「④本年分の損益通算前の分離課税配当所得等金額」
がない場合には、（２）の
がない場合には、（1）の

記載は要しません。

　本年分の損益通算前の上場株式等に係る譲渡損失の金額
上場株式等に係る譲渡所得等の金額
（「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の「未公開分」及び「上場 ①

円

　本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額又は分離課税配当所得等金額
本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額（③－④）

）
③欄の金額を移記してください。）

本年分の損益通算後の分離課税配当所得等金額（④－③）
）

④欄の金額を移記してください。）

⑤

⑥

円

（　 　）（赤字の場合には 0 と書いてください。）

（③欄の金額 ≦ ④欄の金額 の場合には 0と書いてください。
（（2）の記載がない場合には、

（（1）の記載がない場合には、
（③欄の金額 ≧ ④欄の金額 の場合には 0と書いてください。

○a ○b

申告書第三表　へ○

△をつけて、申告書第三表　へ○65

66

1,000,000

　Ⓐ～Ⓒ欄は、「平成28年分の所
得税及び復興特別所得税の確定申
告書付表」（控）を基に、前年から
繰り越された上場株式等に係る譲
渡損失の金額がある場合に入力し
ます。
Ⓐ 欄　平成26年分の譲渡損失の
　　　繰越額
　　←付表の⑦欄の金額
Ⓑ 欄　平成27年分の譲渡損失の
　　　繰越額
　　←付表の⑧欄の金額
Ⓒ 欄　平成28年分の譲渡損失の
　　　繰越額
　　←付表の⑤欄の金額

　この事例の場合、平成28年分の
上場株式等に係る譲渡損失の金額
が前年から繰り越されていますの
で、「平成28年分の所得税及び復
興特別所得税の確定申告書付表」
（控）１面 の⑤欄の金額をⒸ欄に
入力し、入力終了（次へ）＞ をク
リックしてください。0000001 000500 000500△

000500△

0 0 0

1

00050010000001

000100 31515 0005

0005
0005

0005

00010

31515
31515

31515

63030

000100
000100

000100
000
0

0 0

500

F市△△町6－7
Ｚ証券中央支店 ○○○－△△△－×××× ○ ○○ ○○ △ △ △ △× × × ×
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　　金融・証券税制（特定口座） 画面で、「特定口座年間取引報告書」の内
容（収入金額等）を入力します。
❸

平成　年分　特定口座年間取引報告書

住　所
（居　所）

前回提出時の
住所又は居所

特
定
口
座
開
設
者

フリガナ

氏　名

生年月日
明・大
昭・平

・ ・

勘定の種類

口座開設年月日

源泉徴収の選択

１ 保管　  ２ 信用
３ 配当等

１ 有　２ 無

・ ・

 （譲渡に係る年間取引損益及び
源泉徴収税額等）

譲　渡　区　分

上　　　　　場　　　 　　分

源泉徴収税額
（所得税）

譲渡の対価の額
（収入金額）

取得費及び譲渡に
要した費用の額等

差引金額（譲渡所得等の金額）
（①ー②）

株式等譲渡所得割額
（住民税） 外国所得税の額

千

千 千 千

千 千円

円 円 円

円 円

① ② ③24 1 14

源泉徴収の選択

この源泉徴収口座について申告するものを選択してください。

注意
１　源泉徴収口座の譲渡損益、配当等を申告するかどうかは、口座ごとに選択できます。
２　源泉徴収口座の譲渡益と、その源泉徴収口座の配当等のいずれかのみを申告することもできます。
３　源泉徴収口座の譲渡損失の金額を申告する場合には、その源泉徴収口座の配当等の金額を併せて申告しなければなりません。

１ 有 ２ 無

配当等

【口座情報】

※口座情報は、特定口座年間取引報告書の右上に記載しています。

配当等譲渡損益

円

円

円

円

円

円

0

1,000,000

1,000,000

1,500,000

1,500,000

－500,000  円

 円
 円－500,000

0イ

入力例

現在、配当所得の課税方式は、

種類 配当等の額 源泉徴収税額（所得税） 配当割額（住民税）

特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等

上
記
以
外
の
も
の

④株式・出資又は基金

⑤特定株式投資信託

⑦オープン型証券投資信託

⑧国外株式又は国外投資信託等

⑩公社債

⑪社債的受益権

⑨合計（④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）

⑮合計（⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭）

⑥投資信託又は特定受益証券発行信託
　（⑤、⑦及び⑧以外）

⑫投資信託又は特定受益証券発行信託
　（⑬及び⑭以外）

⑬オープン型証券投資信託

⑭国外公社債等又は国外投資信託等

⑯譲渡損失の計算

⑰差引金額（⑨＋⑮ー⑯）

⑲還付税額（⑨＋⑮ー⑱）

配当所得に係る負債の利子の額

※　 「名称」の入力文字数は、    「証券・銀行名等」及び「本支店名等」の区分名を含め、60文字までの入力となります。

（全角28文字以内）

４.　 「金融商品取引業者等」の入力

５.　 「特定口座年間取引報告書に記載されたもの以外の費用」の入力

円

⑱納付金額

総合課税と申告分離課税について

（単位：円）

です。申告分離課税

100,000

100,000

100,000

100,000

500,000
0

0 0ニ

　（配当等の支払われた株式等を取得するために要した負債の利子がある場合は、こちらに入
力してください。）
　なお、上記以外のもの（利子所得に該当するもの）については、負債の利子を控除するこ
とはできません。詳しくはこちら。

金融商品取引業者等
  入力方法はこちら

必要経費又は譲渡に要した費用等の名称

（全角11文字以内）

金額（半角）

所在地

証券・銀行名等

本支店名等
名称

F市△△町6－7

Z

中央

証券

支店

円

入力する「特定口座年間取引報告書」が他にもある場合は、　「もう１件入力する」ボタンをクリックして入力してください。

平成　年分　特定口座年間取引報告書

 （譲渡に係る年間取引損益及び
源泉徴収税額等）

譲　渡　区　分

上　　　　　場　　　　　分

特 定 信 用 分

合　　計

源泉徴収税額
（所得税）

譲渡の対価の額
（収入金額）

取得費及び譲渡に
要した費用の額等

差引金額（譲渡所得等の金額）
（①ー②）

株式等譲渡所得割額
（住民税） 外国所得税の額

千

千 千 千

千 千円

円 円 円

円 円

① ② ③

（配当等の額及び源泉徴収税額等）
種類

④株式、出資又は基金

⑩公社債
⑪社債的受益権

⑬オープン型証券投資信託

⑮合計（⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭）
⑯譲渡損失の金額
⑰差引金額（⑨＋⑮ー⑯）
⑱納付税額
⑲還付税額（⑨＋⑮ー⑱）

⑭国外公社債等又は国外投資信託等

⑤特定株式投資信託

⑦オープン型証券投資信託
⑧国外株式又は国外投資信託等
⑨合計（④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）

上
記
以
外
の
も
の

⑥投資信託又は特定受益証
券発行信託（⑤、⑦及び⑧以外）

特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等

⑫投資信託又は特定受益証
券発行信託（⑬及び⑭以外）

金融商品取引業者等
所在地

名　称 （電話） 法人番号

（摘要）

配当等の額 源泉徴収税額（所得税） 配当割額（住民税） 特別分配金の額 外国所得税の額
千 千 千

千

千

円 円 円

円

千

千

円

円

円

　「特定口座年間取引報告書」等を参照して、次の
㋑～㋣欄に金額等を順次入力してください。なお、
㋑欄及び㋥欄について、入力すべき金額がない
場合には、 0 と入力します。
㋑　「源泉徴収税額（所得税）」欄及び「株式等
譲渡所得割額（住民税）」欄
㋺　「譲渡の対価の額（収入金額）」欄及び「取得
費及び譲渡に要した費用の額等」欄
㋩　「配当等の額④～⑧及び⑩～⑭」欄
㋥　「納付税額⑱」欄
㋭　「配当所得に係る負債の利子の額」欄
㋬　「金融商品取引業者等」欄
㋣　「特定口座年間取引報告書に記載されたも
の以外の費用」欄
　この事例の場合、「配当所得に係る負債の利
子の額」及び「特定口座年間取引報告書に記載
されたもの以外の費用」はありませんので、入
力の必要はありません。

　申告する口座について全て入力が終
了したら 入力終了（次へ）＞ をクリックし
てください。

　「特定口座年間取引報告書」の右上に記載され
ている内容を入力してください。
　なお、申告書の提出方法について、「書面提出」
を選択した方は、「⑵口座開設年月日」欄は表示
されません。

　この事例の場合、源泉徴収口座の譲渡損失の
金額を申告しますので、その源泉徴収口座の配
当所得等の金額も併せて申告しなければなりま
せん（57ページ【注意】参照）。したがって、「配
当等」も□✓チェックを付けてください。

　配当所得の課税方式は37ページの❷の画面で
選択した課税方式が表示されます。
　この課税方式を変更する場合は、37ページの❷
の画面で変更することができます。

　申告する口座が複数ある場合には、もう
１件入力するをクリックしてください。

※還付税額欄ではなく、納付税額欄を入力することにご注意ください。
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　　金融・証券税制（株式等の譲渡所得等・計算結果確認 2 ） 画面で、「確定申告書付表（上
場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）」の入力内容を確認します。

　　収入金額・所得金額の入力 画面で、株式等の譲渡所得等及び上場株式
等に係る配当所得等の入力内容を確認します。

❽

❾

１.　本年分の上場株式等に係る譲渡損失の金額及び分離課税配当所得等金額の計算

上場株式等に係る譲渡所得等の金額
（「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の１面の「上場株式等」の⑪欄の金額）

上場株式等に係る譲渡損失の金額
（「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の１面の「上場株式等」の⑨欄の金額）

本年分の損益通算前の上場株式等に係る譲渡損失の金額
（①欄の金額と②欄の金額のうち、いずれか少ない方の金額）

本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額（③ー④）
（③欄の金額≦④欄の金額の場合、０円）

本年分の損益通算後の分離課税配当所得等金額（④ー③）
（③欄の金額≧④欄の金額の場合、０円）

本年分の損益通算前の分離課税配当所得等金額

２.　翌年以後に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額の計算

譲渡損失の
生じた年分

前年から繰り越された
上場株式等に係る
譲渡損失の金額

本年分で差し引く上場株式等に係る
譲渡損失の金額

（上場株式等に係る譲渡所得等の金額から差し引く部分）

（上場株式等に係る譲渡所得等の金額から差し引く部分）

（上場株式等に係る譲渡所得等の金額から差し引く部分）

（分離課税配当所得等金額から差し引く部分）

（分離課税配当所得等金額から差し引く部分）

（分離課税配当所得等金額から差し引く部分）

本年分で差し引くことの
できなかった上場株式等に
係る譲渡損失の金額

⑦

⑧

本年の
３年前分

（平成26年分）
円

円

円

円
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

本年の
２年前分

（平成27年分）

本年の
前年分

（平成28年分）

本年分で上場株式等に係る譲渡所得等
の金額から差し引く上場株式等に係る
譲渡損失の金額の合計額

本年分で分離課税配当所得等金額から
差し引く上場株式等に係る譲渡損失の
金額の合計額

前年から繰り越された上場株式等に係る譲渡損失の金額を控除した後の本年分の分離課税配当所得等金
額（⑥ー⑩）

翌年以後に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額
（⑤＋⑦＋⑧）

（D）

（E）

（F） （（B）-（F）-（G））

（（C）-（H）-（ I ））

（G）

（H）

（ I ）
1,000,000 1,000,000

0

0

0

0

0

0

（（D）＋（F）＋（H））

（（E）＋（G）＋（ I ））

⑨

⑩

⑪

⑫

1,300,000

３.　前年から繰り越された上場株式等に係る譲渡損失の金額を控除した後の本年分の分離課税配当所得等金額の計算

①

②

③

④

⑤

⑥

円

円

円

円

円

円

500,000

500,000

500,000

200,000

300,000

確 認

　「特定口座年間取引報告書」及び
「平成28年分の所得税及び復興特別
所得税の確定申告書付表」（控）の
内容を基に画面に表示された金額
に誤りがないか確認してください。
　なお、画面に表示された金額に
誤りがある場合には、 ＜戻る をク
リックし、金融・証券税制（入力
項目の選択）画面まで戻った上で、
「繰り越された譲渡損失」を訂正・
削除  をクリックし、金額の訂正入
力をしてください。

　金額及び内容を確認し、誤りが
なければ、確認終了（次へ）＞ をク
リックしてください。

　この事例の場合、翌年以後に繰
り越される上場株式等に係る譲渡
損失の金額は、38ページの❸から
39ページの❺の画面で入力した結
果として、1,300,000円となります。

分離課税の所得 （単位：円）

※　決算書・収支内訳書を作成開始・再開又は
　訂正する方はこちらをクリックしてください。

決算書・収支内訳書作成コーナーへ

所得の種類

土地建物等の譲渡所得

入力・訂正
内容確認

入力
有無

入力内容から計算した所得金額
（　  から表示金額の説明を確認できます。）

入力する

株式等の譲渡所得等

上場株式等に係る配当所得等

先物取引に係る雑所得等 入力する

退職所得 入力する

訂正・内容確認

訂正・内容確認

△300,000

0

上場株式等

　この画面では、株式等の譲渡所
得等及び上場株式等に係る配当所
得等の計算結果が表示されます。
　金額を確認し、誤りがなければ、
この画面の上へスクロールして、
他の所得の入力をしてください。
　この事例では、次のⅡで、給与
所得や公的年金等の雑所得などの
内容を順次入力します。

平成28年分の申告で上場株式等に係る譲渡損失の金額を繰り越した方
平成28年分の申告で、 上場株式等に係る譲渡損失の金額を繰り越しましたか？

入 力

以外

　　金融・証券税制（入力項目の選択）画面で、申告する内容について、ボ
タンが「訂正・削除」になっていることを確認の上、画面下にある

　  入力終了（次へ）＞ をクリックします。

❻

　それぞれのボタンが「訂正・削
除」になっていることを確認した
ら、入力終了（次へ）＞ をクリッ
クします。

　この事例では、特定口座年間
取引報告書の内容と前年から繰
り越された上場株式等に係る譲
渡損失の金額を申告しますの
で、それぞれのボタンが「特定
口座年間取引報告書」の内容を
訂正・削除  、「繰り返された譲
渡損失」の訂正・削除  になって
いることを確認してください。

　　金融・証券税制（株式等の譲渡所得等・計算結果確認１）画面で、「株式
等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の入力内容を確認します。

❼

「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の内容を表示します。
内容を確認し、誤りがなければ画面下の「確認終了（次へ）＞」ボタンをクリックしてください。

収入金額

譲渡による収入金額

その他の収入

小計（①＋②）

小計（④から⑥までの計）

特定管理株式等のみなし譲渡損失の金額

差引金額（③ー⑦ー⑧）

特定投資株式の取得に要した金額の控除

所得金額（⑨ー⑩）

本年分で差し引く上場株式等に係る繰越損失の金額

繰越控除後の所得金額（⑪ー⑫）

取得費（取得価額）

譲渡のための委託手数料

一般株式等 上場株式等

必要経費又は譲渡に要し
た費用等

確 認

円①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円1,000,000

1,000,000
1,500,000

1,500,000

－500,000

－500,000

　「特定口座年間取引報告書」の
内容と入力内容を確認してくだ
さい。入力した金額に誤りがあ
る場合には、 ＜戻る をクリック
し、金融・証券税制（入力項目
の選択）画面において、「特定口
座年間取引報告書」の内容を訂
正・削除  をクリックし、金額
の訂正入力をしてください。

　この事例では、上場株式等に係
る譲渡所得等の金額は、38ページ
の❸の画面で入力した結果とし
て、△500,000円になります。

　金額及び内容を確認し、誤り
がなければ、確認終了（次へ）＞ 
をクリックしてください。
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延納額の入力

事業

不動産

利子

配当

給与

雑

総合譲渡

一時

営業等 課税される所得金額
（（9）-（25））又は第三表

（ア）

（イ）

（ウ）

（エ）

（オ）

（カ）

（キ）

（ク）

（ケ）

（コ）

（サ）

（26）

上の（26）に対する税額
又は第三表（86） （27）

配当控除 （28）

投資税額等控除 （29）

（特定増改築等）
住宅借入金等特別控除 （30）

政党等寄附金等特別控除 （31）～
（33）

住宅耐震改修特別控除
住宅特定改修・認定住宅
新築等特別税額控除

（35）～
（37）

差引所得税額
（（27）-（28）-（29）-（30）-（31）
-（32）-（33）-（35）-（36）-（37））

（38）

災害減免額 （39）

再差引所得税額
（基準所得税額）
（（38）-（39））

（40）

復興特別所得税額
（（40）×2.1％）

（41）

所得税及び復興特別所得税の額
（（40）+（41））

（42）

外国税額控除 （43）

所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額

（44）

所得税及び復興特別
所得税の申告納税額
（（42）-（43）-（44））

（45）

所得税及び復興特別
所得税の予定納税額
（第1期分・第2期分）

（46）

所得税及び復興
特別所得税の第
3期分の税額
（（45）-（46））

（47）納める税金

還付される税金 （48）

配偶者の合計所得金額 （49）

専従者控除額の合計額 （50）

青色申告特別控除額 （51）

雑所得・一時所得等の
所得税及び復興特別所得税の
源泉徴収税額の合計額

（52）

未納付の所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額 （53）

本年分で差し引く繰越損失額 （54）

平均課税対象金額 （55）

変動・臨時所得金額 （56）

農業

公的年金等

その他

短期

長期

事業

不動産

利子

配当

給与
区分

区分

区分

区分

区分

区分

区分

区分

雑

総合譲渡・一時
（ケ）＋{（（コ）+（サ））×1/2}

収入金額・所得金額を修正する

所 得 控 除 を 修 正 す る

税額控除・その他の項目を修正する

合計

営業等

公的年金等
その他

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9）

農業

収入金額等 税金の計算（税額控除等）

申告期限までに納付する金額 （57）

延納届出額 （58）

延納の届出

その他社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寄附金控除

寡婦、寡夫控除

勤労学生、障害者控除

配偶者（特別）控除

扶養控除

基礎控除

合計

雑損控除 （10）

（11）

（12）

（13）

（14）

（15）

（16）

（18）

（23）

（24）

（25）

（19）～
（20）

（21）～
（22）

医療費控除

所得から差し引かれる金額（所得控除）

所得金額

所得の種類 収入金額 所得金額 翌年以後に繰り越される
損失の金額

分離課税の収入金額・所得金額

一般株式等の譲渡所得等

上場株式等の譲渡所得等

上場株式等に係る配当所得等

先物取引に係る雑所得等

退職所得

軽課分 （タ）

（チ）

（ツ）

（テ）

（ト）

（ニ）

（63）

（64）

（65）

（66）

（67）

（69）

（88）

（91）

収入金額・所得金額を修正する

1,800,000
2,772,100

1,080,000

1,572,100

2,652,100

296,349

50,000

726,349
380,000

96,250

96,250

2,021

96,250

98,271

78,871

19,400

19,400

56,971

1,000,000 1,300,000
200,000

－300,000
0

住民税等入力画面で、
住民税の徴収方法などに
ついて入力します。

　入力内容を確認して 次へ＞  をクリッ
クしてください。
　クリックすると、納税額又は還付され
る金額（この事例の納税額（所得税及び
復興特別所得税）は19,400円となりま
す。）が表示されますので、確認後ＯＫ
ボタンをクリックしてください。

Ⅲ　画面の案内に従って操作を進めます。e-Taxの場合は、申告書等のデータを送信してく
ださい。書面提出の場合は申告書等を印刷して郵送等により税務署に提出してください。

　　計算結果確認 画面で、入力漏れがないか確認します。

住所・氏名等入力画面
などで、職業・世帯主、
マイナンバー（個人番
号）などを入力します。

　収入金額等 の「給与」欄に給与所得
の源泉徴収票の「支払金額」が表示され
ているか、「公的年金等」欄に公的年金
等の源泉徴収票の「支払金額」が表示さ
れているか確認してください。

❺

　　所得控除入力 画面、税額控除・その他の項目の入力 画面で所得控除
額等を入力等します。

❹

❻

❼

　入力した金額等が誤っている又は入力未
済となっている項目がある場合は、その内
容に応じて 収入金額・所得金額を修正する、
所得控除を修正する 、税額控除・その他の
項目を修正する をクリックして、それぞれ
該当する画面において訂正入力等してくだ
さい。
　入力方法が分からない場合には、「確
定申告書等作成コーナー」の「入力例
等」（35ページ参照）の具体的な入力例
を参照してください。

　年末調整していない「生命保険料控除」等の入力未済となっている項目がある場合は、該当する
項目の 入力する 、訂正・内容確認 をクリックして入力等してください。

　「社会保険料控除」等の所得から差し引
かれる金額 の該当する控除欄に表示され
た金額が源泉徴収票に記載されている金
額と相違ないか確認してください。

F市△○町３－２－１

G市○×町１－３－２

株式会社○○

給料 1

△△△－×××－○○○○

220 749 50 000

800 000 1 080 000 650 749 21 900

沖縄　五郎
オキナワ　ゴロウ
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　　収入金額・所得金額の入力 画面で、源泉徴収票等の内容を入力します。
Ⅱ　源泉徴収票等から給与の支払金額や公的年金等の支払金額などを入力します。

　　給与所得の入力 画面で、「給与所得の源泉徴収票」の内容を入力します。

　　公的年金等の入力 画面で、「公的年金等の源泉徴収票」の内容を入力します。

❶

❷

❸

総合課税の所得 （単位：円）

所得の種類

事業所得（営業・農業）

入力・訂正
内容確認

入力
有無

入力内容から計算した所得金額
（　  から表示金額の説明を確認できます。）

不動産所得

利子所得

配当所得

給与所得

雑所得

総合譲渡所得

一時所得

公的年金等

その他

入力する

入力する

入力する

入力する

入力する

入力する

入力する

入力する

訂正・内容確認 分離課税の配当所得の入力有

※　決算書・収支内訳書を作成開始・再開又は
　訂正する方はこちらをクリックしてください。

　この事例では、給与所得を申告しますので、
給与所得の 入力する をクリックし、次の❷
の 給与所得の入力 画面へ進みます。

　この事例では、公的年金等の雑所得を申告
しますので、公的年金等の 入力する をクリ
ックし、 次の❸の 公的年金等の入力 画面へ
進みます。

　事業所得や不動産所得などを申告する場
合も、この画面から入力することができます。

　給与所得の入力 画面（全４画面）で、「給
与所得の源泉徴収票」に記載（表示）された
事項について、画面の対応する各欄に入力し
てください。
　全ての入力が終了すると 給与所得の入力
内容確認 画面が表示されますので、入力内
容を確認し、次へ＞ をクリックすると、❶の 
収入金額・所得金額の入力 画面に戻ります。

入力内容をクリア

　「生命保険料控除」等の所得控除等の入力
方法が分からない場合には、「確定申告書等
作成コーナー」の「入力例等」（35 ページ参照）
の具体的な入力例を参照してください。

　「公的年金等の源泉徴収票」に記載（表示）
された事項について、画面に対応する各欄
に入力してください。
　全ての入力が終了すると 公的年金等の入
力内容確認 画面が表示されますので、入力
内容を確認し、次へ をクリックすると、❶
の 収入金額・所得金額の入力 画面に戻ります。

　入力内容を確認後、 ❶の 収入金額・所得
金額の入力 画面の 入力終了（次へ）＞をク
リックしてください。

源泉徴収票に記載されている内容のとおりに、１件ずつ入力してください。
２件目以降がある場合、次の画面から入力してください。

区分 支払金額 源泉徴収税額

法203条の3第1号適用分 円

円

円

円

円

円

円

円

円

①
法203条の3第2号適用分②
法203条の3第3号適用分③
法203条の3第4号適用分④

社会保険料の金額⑤
支払者⑥

入力内容をクリア厚生労働省以外の源泉徴収票の見本を表示

厚生労働省
を表示する

所在地（全角28文字以内）　〈例〉 千代田区霞が関１－２－２

※クリックすると、所在地等を表示します。

名称（全角28文字以内）　　〈例〉厚生労働省

1／１件目

2,772,100 56,971

75,600

千代田区霞が関１－２－２

厚生労働省

①
②
③
④

⑤

⑥

2  9

92

平成29年分　給与所得の源泉徴収票（見本）

① ②

③ ④ ⑤ ⑥

⑦

円

円

円

源泉徴収票に記載されている内容のとおりに、１件ずつ入力してください。
年末調整済みの源泉徴収票がある場合、必ず１件目に入力してください。

２段で記載されている場合は、チェックをし、上の段の金額
を入力してください。

内（ ）円　→詳しくはこちら

「有」又は「従有」に「◯」表示がある場合
は選択してください。

　金額の記載がある場合はチェックしてください。
※　０の場合はチェックしないでください。

　人数の記載がある場合はチェックしてください。
※　０の場合はチェックしないでください。

　人数の記載がある場合はチェックしてください。

①支払金額

②源泉徴収税額

③控除対象配偶者の有無等

④配偶者特別控除の額

⑤控除対象扶養親族の数

⑥16歳未満扶養親族の数

⑦配偶者の合計所得

1／１件目

（表 示 省 略）

（表 示 省 略）

1,800,000

21,900

F市△○町３－２－１

2,772,100 56,971

75,600

老齢基礎昭和25年9月3日沖縄　五郎
オキナワ ゴロウ




